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序     文 
 

カンボジア王国政府の要請に基づき、日本国政府が「カンボジア王国租税総局能力強化プロジェ

クト」を行うことを決定したのに伴い、当機構は、2011年9月5日から2014年9月4日までの予定で

本技術協力を行っています。 

当機構は、2013年8月11日から28日まで中間レビュー調査を実施し、これまでの活動実績、進捗

状況について、総合的なレビューを行うとともに、今後の対応等について協議しました。 

これらのレビュー結果は、ミニッツに取りまとめられ、調査団・カンボジア王国経済財務省租

税総局双方の合意の下に、署名交換が行われました。 

本報告書は、中間レビュー調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力事業

を効果的かつ効率的に実施していくための参考として、活用されることを願うものであります。 

終わりに、これらの調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心から謝意を表するとと

もに、引き続き本プロジェクトに対する支援をお願い申し上げる次第であります。 

 

平成25年10月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 植嶋 卓巳 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国 名：カンボジア王国 案件名：租税総局能力強化プロジェクト 

分 野：税務行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部行財政・金

融課 

協力金額（評価時点）：1億8,000万円 

協力期間 （R/D）：2011年9月～2014年9月 先方関係機関：経済財務省租税総局 

（延長）： 日本側協力機関：国税庁 

（F/U）：  

他の関連協力：国税局人材育成プロジェクト（2004～2007） 

国税局人材育成プロジェクト フェーズ2（2007～2010） 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、カンボジア）では、経済成長等を背景に近年税収が増加してきたが、

他の東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国と比較すると、申告納税制度に基づく税務行政が不十

分なうえ、納税者の納税意識の低さも相まって国税の税収割合は低い（対GDPに占める歳入の

割合：カンボジア 10％以下、タイ 16％、ベトナム 14％）。また、世界貿易機関（WTO）への

加盟や、経済統合の進展に合わせ、関税収入の低下が見込まれるなか、商業省が管理している

企業情報の効果的な共有を通じた納税者ベースの拡大、税務調査の強化、啓発やクレーム対応

等の納税者サービスの改善等、税収増加のための行政強化が必要な状況にある。2008年秋には

国税局が租税総局（GDT）に昇格し権限が拡大される一方、7カ所のプノンペン税務署の設置

等を通じて申告納税方式が拡大することに伴い、必ずしも税務調査手法や簿記・会計に係る知

識が十分でない税務署調査官の能力向上等の課題もより浮き彫りになっている。 

GDTは、2004年より実施しているJICA協力案件〔国税局（GDTの前身）人材育成プロジェク

ト フェーズ1、2〕を通じ、セミナーの実施等により税務調査、納税者サービス、簿記会計等

に関する知識の向上を中心とする職員の能力開発に取り組んできた。結果、職員レベルでは、

一般的な技術的知識を向上させることにつながった。しかし、歳入強化を達成するための実務

能力の向上や業務遂行上の行動変革には、現場レベルでの実践的な訓練やオンザジョブ・トレ

ーニング（OJT）、日常のアドバイスを通じた組織能力の強化が不可欠であることが前フェーズ

の教訓として指摘されている。また、GDTは拡大された権限に見合う機能を果たすべく、新し

い業種を中心とした税務調査や納税者サービス、これらを支える内部事務、人事管理を組織的

に強化することが求められている。 

上記の課題にかかるカンボジア政府からわが国への要請を受け、JICAはこれに応えるため、

2011年9月から「租税総局能力強化プロジェクト」（以下、本プロジェクト）を開始した。本プ

ロジェクトは、GDTをカウンターパート（C/P）機関として、2011年9月から2014年9月までの3

年間の予定で実施しており、現在2名の長期専門家（チーフアドバイザー/税務行政 1名、業務

調整/人材育成計画 1名）及び4分野（組織運営・管理、クリティカルシンキング、納税者サー

ビス、税務調査）で短期専門家を派遣している。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

申告納税制度に基づく税収が増加する。 
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 （2）プロジェクト目標 

申告納税制度促進を通じてカンボジア租税総局における徴税体制が強化される。 

 

 （3）アウトプット 

1）税務調査に係る組織的な能力が強化される。 

2）納税者サービスが強化される。 

 

 （4）投入（評価時点） 

日本側：総投入額      9,000万円 

長・短期専門家派遣 延べ12名（45.09人月） 

機材供与 約160万1,000円（1万6,339米ドル） 

ローカルコスト負担     研修員受入れ 延べ32名 

カンボジア側： 

C/P配置、プロジェクト事務所提供、ローカルコスト負担、事務所光熱費等 

２．評価調査団の概要 

調 査 者 

 
総 括 ： 天津 邦明（JICA産業開発・公共政策部行財政・金融課 企画役） 

税務行政1 ： 田地野 幹雄（税務大学校研究部国際支援グループ 教授） 

税務行政2 ： 織笠 直美（税務大学校研究部国際支援グループ 教育官） 

I T  調  査 ： 森棟 太郎（税務大学校研究部国際支援グループ 教育官） 

協力企画 ： 高附 翔（JICA産業開発・公共政策部行財政・金融課 ジュニア専門員）

評価分析 ： 小野澤 雅人（ピオニエ・リサーチ） 

調査期間 2013年8月11日～2013年8月28日 調査区分 中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 ３－１－１ アウトプットの達成度 

 アウトプット1：税務調査に係る組織的な能力が強化される。 

タスクフォース/ワーキンググループが定期的に開催され、そのメンバーとその活動内容に

ついて、規則による法的根拠が与えられている。情報収集とその管理に関する手続き・手法

（例：調査対象事業者の選択手続き、情報収集方法、リスク分析手法等）に一定の改善がみ

られるようになった。しかし、GDTの内部規定は、より適切なものに明文化される必要があ

る。 

プロジェクトの活動により、税務調査に関する多くの技術や手法が提供され、定着し始め

ている。また、意識や行動にも変化がみられている。プロジェクト終了に向けて、更なる改

善が期待されている。プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の指標である、税務

職員の知識向上の到達目標を明確化するため、Explanatory Noteの作成を行った（M/MのAnnex 

8）。 

 

 アウトプット2：納税者サービスが強化される。 

これまでGDT本部で2回、各地の税務署において複数回、納税者向けセミナーが実施され

た。しかし、セミナーを全国的に展開するための計画立案・必要経費の確保が不十分である。

予算の制約があることから、プロジェクトは過大な費用を必要としないセミナーの開催方法

を検討している。 

申告用紙の無料配布など、納税者に向き合ったサービスが実施され始めている。これまで、
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20項目の改善が行われ、それぞれ通達等を通じて全庁に周知徹底されつつある。 

 

３－１－２ プロジェクト目標の達成度 

調査団は、プロジェクトのベースラインを確認した。プロジェクトは目標に向かって順調

に進捗している。申告納税登録者のうち実際に申告納税した登録者の比率は41.8％（2011）、

39.9％（2012）と推移し、全納税登録者数に対する申告納税者の比率は、28.6％（2011）、30.6％

（2012）と推移している。 

 

３－１－３ 上位目標の達成度 

歳入額のGDPに占める割合は、4.5％（2011）、5.2％（2012）と推移しており、プロジェク

ト終了後に向け、引き続きすう勢を見守る。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 全体として、プロジェクトは当初の枠組みとスケジュールのとおりに実施されていることが

観察された。 

 

 （1）妥当性：「高い」 

本プロジェクトは、カンボジア政府の公共財政管理改革プログラム（PFMRP）、歳入動

員戦略などの国家計画と整合的である。また、日本の対カンボジア支援の重点のひとつで

ある公共財政管理改革支援に一致している。本プロジェクトが採用するアプローチ（税務

調査の強化、納税者サービスの改善に対する実践的な指導）は、GDTが抱える組織・個人

の能力強化という課題に対し妥当である。以上のことから、本プロジェクトの妥当性は高

い。 

 

 （2）有効性：「着実な前進がみられる」 

本プロジェクトはプロジェクト目標に向かって進捗中である。目標達成のための成果や

兆候が以下のとおり確認された。 

タスクフォース（TF）及び課題ごとのワーキンググループ（WG）が組織され、定期的

に会議が開催されている（アウトプット1の指標1-1）。TFとWGの定期的な開催は、税務調

査のケースブック作成とオンザジョブ・ディスカッション（OJD）での活用、納税者サー

ビスのよくある質問（FAQ）の作成などの活動を通じて、組織的な能力強化のための「知

識の共有のためのプラットフォーム」として機能しつつある。 

情報収集・情報管理に関する内部規定の改善（アウトプット1の指標1-2）については、

調査先の選定や情報収集の手法など、税務調査の際の手順が整理され改善されている。プ

ロジェクト活動を通じて、多くの技術が移転され、職員の行動に良い影響を与えつつある。

ケースブック、FAQの作成を通じての学習プロセスにおける努力の結果として、税務調査

及び納税者サービスに関し、更なる意識・行動変容が期待される。 

納税者のためのセミナーがGDT及び税務署で開催された（アウトプット2の指標2-1）。し

かし、年間計画、財政措置が十分でないことから、母数（全納税者数）に対してセミナー

の開催回数が非常に少ない。 

納税者ニーズへの対応（アウトプット2の指標2-2）は、納税者意識調査と納税者満足度

調査が実施され、納税者のニーズが把握されつつある。その改善として、申告書の無料配

布、Webページの改善、FAQの整備などが挙げられ、計20のcircularとnotificationが発出さ

れた。また、本邦研修や第三国研修などを通じてコールセンターが紹介され、その設置が

検討され始めている。 
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 （3）効率性：「中程度」 

チーフアドバイザーの投入が8カ月遅れたが、活動はその遅れを取り戻しつつある。全

体として適切な質・量・時期に資源が投入されており、日本側/カンボジア側双方の投入/

活動はほぼ当初の計画どおりに実施されている。ただし、一部のC/Pに業務が集中し、通

常業務をこなしながらのプロジェクトへの参加は困難であると指摘された。本プロジェク

トでは、過去の2つの技術協力（フェーズ1、2）の経験と成果を生かして実施されている。

一方で研修講師養成（TOT）の養成や活動に限りがあり、また知識を共有するための組

織的なメカニズムがない。そのため、研修により学んだ知識がGDT内部で共有されていな

い。 

また、GDTによるドナーコーディネーション及び情報共有が効率的に行われていない。

そのため、国税学校（NTS）に対する短期専門家の派遣準備を行っていたが、他ドナーと

支援が重なっていることが直前で判明し、支援を中止するということがあった。 

 

 （4）インパクト：「評価するには時期尚早」 

上位目標については、従来の税収（額）の量的目標は、景気動向など多くの要因に左右さ

れることから、今後は「税収の対GDP比率」及び「単年度で新規に発生した滞納率」を参

照することとなった。 

プロジェクトの指導に基づく、系統だった税務調査の実践を通じて、税務当局のコンプ

ライアンスに対する意識の変化がみられ始めている。また、納税者への接し方、職員の執

務態度や心構えに変化がみられる。 

 

 （5）持続性：「中程度」 

（政策面）PFMRP、歳入動員戦略にも税務行政の強化は明記されており、今後もカンボジ

ア側の税務行政の強化に対する積極的な姿勢は続くものと考えられる。 

（組織面）タスクフォースやワーキンググループのメンバーとその活動内容について、規

則による法的根拠を与えられており、継続して問題解決を行うための土台が整ってい

る。一方、税務調査、納税者サービス、職員研修などの多くは、計画に基づいて実施さ

れていない。組織面での持続性を達成するためには、計画に基づく活動が文化として定

着し、実施される必要がある。 

（財政面）必要な活動のために十分な予算が獲得されていない。財政面の持続性を確保す

るためには、活動のための予算を十分確保するとともに、納税者セミナーの実施に関し

ては、最小限の経費で開催するよう努力する必要がある。 

（技術面）研修や日々の活動を通じて、税務調査に係る基本的な考え方は提供されており、

手法・技術の移転が確認されつつある。また、GDTはケースブックの作成に積極的に取

り組んでおり、スケジュールに遅れがあるものの、着実に進捗している。 

一方で、GDTには階層や職責に応じた研修計画が存在しておらず、TOTの養成や活動

に限りがある。NTSは、人材育成のために重要な役割を果たすが、人員・予算が不足し

ている。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 GDT総局長のリーダーシップの下、「納税者への奉仕」という意識が芽生え始めている。「職

員は納税者の奉仕者であるべき」、「（納税者の管理者から）納税者のためのサービス提供者に

変わっていくべき」をモットーに、職員の意識改革を図っている。また、納税者からの法令解

釈に関して、「一つの声」という考え方が強調されつつあり、組織内で統一された見解がタイ

ムリーに提供できるように職員の能力向上に努めることが明確化された。これらは、過去の納
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税者がGDTに対して持ちがちなネガティブな認識を改善することも期待される。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 GDT側からの要請によりNTSの支援のため短期専門家の派遣の準備を進めていたところ、他

ドナーとの話し合いのなかで、支援が重複しているということが判明した。その情報について

はGDT側からの提供はなく、結局専門家派遣を見送ったというケースがあった。 

 ドナー調整は、GDTのリーダーシップの下で行われるべきであるが、現在はドナー調整のメ

カニズムが存在せず、GDTからの情報提供も不十分である。 

 

３－５ 結 論 

 C/Pは、プロジェクト活動を通じて税務職員として必要なさまざまな知識・ノウハウを習得

し始めており、幾つかの良い結果がみられる。上記を踏まえ、プロジェクトは着実に進捗して

いると、調査団は判断した。 

 

３－６ 提 言 

 プロジェクトの成果・効果を最大化するため、及びプロジェクトの持続性を更に促進させる

ため、以下の提言がされた。また、これらの提言に対する取り組みについては、次回の合同調

整委員会（JCC）で確認を行うことが合意された。 

 

 （1）申告納税制度を優位にするための政策変更 

現在は、推計課税制度が申告納税制度と比較して納税額の点で優位にあるため、納税者

が申告納税制度に移行したがらない現状がある。その現状を変えるためには、政策変更及

び公平・公正な税務行政が必要である。 

・納税者を申告納税制度に移行させるための更なる動機づけの提供 

・公平・公正な税務行政、滞納者に対する厳格な取り組みの促進 

・未申告者、未納者への具体的な取り組みの検討 

・税務職員の規律の強化 

・納税者に対する記帳指導及びそのための職員能力の強化 

 

 （2）職員間での知識共有のための仕組みづくり 

プロジェクト活動（特に研修）から得た知識が個人だけにとどまり、組織に普及してい

ないことが組織的な持続性の阻害要因となっている。 

知識共有の仕組みづくりのため、トップマネジメントが、研修参加予定者それぞれに対

し、下記の点について明確に指示する必要がある。 

・研修参加者それぞれによる研修報告書の提出と職員間での共有 

・研修で学んだことを広めるための職場報告会の開催 

・研修で学んだことの現場での実践 

 

 （3）「計画に基づく活動」の文化的な定着と実践の促進 

組織面での持続性を達成するためには、計画に基づく活動が文化として定着し、実施さ

れる必要がある。納税者サービスに関しては、年間計画だけでなく、PRのためのコンテン

ツをGDTが作成し、それらをGDTから地方税務署に配布するよう提言した。 

 

 （4）納税者セミナーへの必要な予算配分 

財務的な持続性のためには、計画に基づく予算配分が必要である。GDTは予算策定過程
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において必要な予算を要求し、予算獲得のための努力をする必要がある。 

 

 （5）税務調査の実践的な知識・経験の強化 

プロジェクト後半では、より実践的なノウハウを学習していくため、OJDの定期的な開

催を継続していくことが重要である。知識・経験の共有のためには、職員間でのOJTが必

要であり、またTOTも導入されるべきである。 

 

 （6）各ドナーからの支援の主体的な調整及び情報共有 

ドナー協調の点で、GDT側による主体的な調整、更なる情報共有が重要である。 

 

 （7）PDMの改訂とExplanatory Noteの作成 

プロジェクト目標及びアウトプットについて、プロジェクト終了時点でどのような状態

を実現することをめざすのか明確化が必要な箇所がある。それらについて補充及び補足説

明資料（Explanatory Note）を作成した。 

 

３－７ その他 

 （1）カンボジア税務行政におけるIT化の支援について 

今回の現地調査結果を踏まえ、日本に帰国後、 JICAによる IT化支援の実行可能性

（feasibility）を精査のうえ、JICAとしてのIT化支援に対する立場を早急に明確化するとし

た。また、必要があれば、カンボジアに専門家を追加派遣するとした。 

 

 （2）次期要請書の内容の確認について 

GDTから要請のあった以下の点について支援の内容の聞き取りを行った。 

①税務調査、②納税者サービス、③NTSの支援、④IT化分野 

 

 （3）税務行政診断マトリックスの紹介について 

税務行政の診断マトリックスを紹介し、関心があれば自己診断を行うことを勧めた。 

 

 （4）終了時評価について 

終了時評価の時期は、2014年4月～6月を予定している。その際は、本フェーズだけでな

く、過去2フェーズを含めた成果を、診断マトリックスを用いて包括的に評価する。終了

時評価に向けて、ケースブックとFAQを2月までにドラフトし、5月までに完成させる。 
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1. Outline of the Project 

Country: Kingdom of Cambodia Project Title: The Project for Capacity Development of GDT 
under the Framework of PFM Reform 

Issue/Sector: Governance Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in Charge: Industrial 
Development and Public Policy 
Department 

Total Cost: JPY 180 million (as of the moment of this 
evaluation) 

Period of 
Cooperation 

(R/D): September 
2011 – September  
2014 (3 years) 

Partner Country’s Implementation Organization: General 
Department of Taxation (GDT) of Ministry of Economy and 
Finance (MEF) 

Supporting Organization in Japan: National Tax Agency 
(NTA)  

1-1 Background of the Project 
In the recent years, Cambodia has been increasing its tax revenue as a result of its economic booming. 
The level of domestic tax revenue, however, remains relatively low compared to those of other ASEAN 
countries (e.g. less than 10% in Cambodia, 16% in Thailand, 14% in Vietnam). The General 
Department of Taxation (GDT) with seven Khan (districts) tax branches in Phnom Penh under the 
Ministry of Economy and Finance (MEF) has been established in 2008 from a tax department of the 
ministry with an empowered authority. Currently, the GDT, together with tax branches, encourages the 
taxpayers in estimated regime shift self-assessment regime. This brings about new challenges of 
implementing capacity development of GDT officers who are not always capable for conducing proper 
tax audit, book-keeping and accounting. 
JICA has supported GDT improve its officers’ capacity in the areas of tax audit, taxpayer services, 
book-keeping and accounting since 2004 through the previous two phases of technical cooperation 
projects. As a result, the overall capacity of the GDT officers has been improved functionally on the 
ground. The lessons derived from the previous projects indicates that practical training and OJT, 
institutional strengthening through day-to-day advises from experts are necessary for improvement of 
capacity and behavioral change for better services. Additionally, GDT are in need of enhancing tax 
audit for new industries, taxpayer services, and the mechanism for governance and human resources 
management in order to meet empowered authority.  
To meet such challenges, the Royal Government of Cambodia (RGC) requested the Japanese 
Government to provide technical cooperation focusing on strengthening tax audit and taxpayer 
services. JICA responded to the request and launched a technical cooperation project, “The Project for 
Capacity Development of GDT under the Framework of PFM Reform”, for three years period since 
September 2011 to September 2014. JICA currently dispatches two long-term experts (chief advisor/ 
tax administration and project coordinator/ human resources development) along with some short-term 
experts in various areas (organizational management, critical thinking, taxpayer services, tax audit, 
etc.).  
 
1-2. Project Overview 
(1) Overall Goal: “Tax revenue based on self-assessment regime is increased”. 
 
(2) Project Purpose: “Tax collection function of the GDT is further strengthened through enhancement 
of self-assessment regime.” 
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(3) Outputs 
Output 1:  The institutional capacity for tax audit is strengthened. 
Output 2:  Taxpayer service is improved. 
 
(4) Inputs 
Japanese side:    Experts          12persons(45.09M/M) 
                Trainees received    32persons 
                Equipment provided  JPY1,601thousands(USD16,339) 
                Local Cost 
Cambodian side:   Counterpart staff, Project office space and other facilities, Local Cost, Utility cost 

2. Evaluation Team 

Members of 
Evaluation 
Team 

(Role: Name, Position) 
Team Leader: Mr. Kuniaki AMATSU, Advisor, Public Governance and Financial 
Management Division, JICA 
Tax Administration 1: Prof. Mikio TAJINO, Professor, International Cooperation 
Group, Research Department, National Tax College 
Tax Administration 2: Ms. Naomi ORIKASA, Assistant Professor, International 
Cooperation Group, Research Department, National Tax College 
IT Research: Mr. Taro MORIMUNE, Assistant Professor, International Cooperation 
Group, Research Department, National Tax College 
Cooperation Planning: Mr. Sho TAKATSUKI, Associate Expert, Public Governance 
and Financial Management Division, JICA 
Evaluation Analysis: Mr. Masato ONOZAWA, Director, Researcher, Pionnier 
Research Inc. 
(* Evaluation was carried out jointly with 14 Cambodian evaluators) 

Period of 
Evaluation 

11 – 28 August, 2013 Type of Evaluation: Mid-term Review 

3. Evaluation Results 

3-1 Project Performance 
(1) Progress of Outputs 
Output 1:  The institutional capacity for tax audit is strengthened. 
The tax officers are formally appointed to the Task Force / WG.  Regular meetings of the WG are 
held. Signs of improvement observed (e.g. selection procedures for tax audit, data collection method, 
risk analysis, etc. improved). Internal procedures and methods related to the information management 
and collection needs to be improved at GDT. The knowledge and technique on tax audit and taxpayer 
service were introduced through seminars and W/S. The tax officers utilize the newly acquired 
knowledge and techniques in practice. Further improvements are expected through the project period.  
In order to clarify the description of indicators of PDM, the goals of improvement of the knowledge 
and technique acquired are defined in the Explanatory Note 
 
Output 2:  Taxpayer service is improved. 
Two taxpayer seminars have been carried out at the GDT headquarters and several times at local tax 
offices so far. Because of the budget constraints, the project proposes a method for a seminar not 
requiring an excessive cost. Lack of annual plan and funding for seminars covering whole country is a 
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constraint for disseminating the necessary information for taxpayers. 20 other measures for improving 
taxpayer services are implemented (e.g. free distribution of tax forms through internet). All are given 
notifications by circulars and notices throughout the agency.  
 
(2) Progress of the Project Purpose 
The team confirmed the baselines of the Project shown below:  
 The rate of the number of tax return against the number of the taxpayers registered was 41.8% 

(2011) and 39.9% (2012).  
 The rate of the self-assessment taxpayers against all registered taxpayers in 2011 was 28.6%.   
(3) Progress toward Overall Goal 
The following is the baseline for the Overall Goal:  
 The tax revenue against GDP (excluding customs and levies) in 2011 was 4.5% and 5.2% in 2012.
The trend is upward at the time of the review and will be monitored toward the end of the Project.  
 
3-2. Summary of Evaluation Results  
Overall, the Team observed that the Project has been carried out according to the framework and the 
schedule initially agreed. The planned activities are expected to be completed by September, 2014.  
(1) Relevance - “High” 
The relevance of this project is projected high because of the following reasons: 
The Project is aligned with the (i) Public Financial Management Reform Program (PFMRP) and (ii) the 
Revenue Mobilization Strategy (2008-2012) and the coming Revenue Mobilization Strategy 
(2013-2018).  It is also aligned with the Assistant Policy for Cambodia (April, 2012) of the 
Government of Japan (GOJ) and JICA’s assistant program to Cambodia. The approach adopted by the 
Project meets the needs and context of GDT.  
 
(2) Effectiveness - “On the track” 
 The Project is now on the right track toward achieving the Project Purpose. Currently, tangible 
Outputs and sign of fulfillment of Project Purposes are observed as followings:  
Thematic Working Groups for tax audit and taxpayer services are convened regularly. The team 
observed that preparation of the FAQs and development of the casebook work well to establish an 
infrastructure of sharing knowledge and knowhow across GDT as well as a basis of consolidated 
interpretation of the tax laws and regulations. The Project aims at not only producing the FAQs and the 
casebook as physical documents, but also utilizing them as a basis for capacity development of GDT by 
updating them continuously. 
The Team observed some behavioral changes of some GDT officers in practicing tax audit and 
taxpayer services as the result of the learning from the seminars. In light of taxpayer services, the 
seminars for taxpayers have launched at GDT headquarters and some local tax offices despite some 
financial difficulties and lack of a realistic dissemination strategy to cover defined targets for taxpayer 
education. 
 
(3) Efficiency – “Medium” 
The project activities are catching up with the schedule and plan originally agreed in spite of the 
eight-month initial delay of the Chief Advisor.  Overall the resources provided from Japan as inputs 
are satisfactory in terms of the quality, the quantity and the timing they were delivered. Some senior 
staff members of GDT tend to be occupied with their own responsibilities on the top of the burden 
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required for the Project due to a specific schedule such as filing deadlines. The Project, the third phase 
of the series, has been implemented on the assets built during the previous technical cooperation 
supporting taxation in Cambodia. The Project tries to utilize and enhance knowledge and knowhow 
previously introduced to GDT. Training of trainers (TOT) methodologies are not fully practiced on the 
ground as expected in GDT. For that reason, the knowledge and skills learnt during the seminars and 
workshop are not fully shared and utilized within the organization. Finally, donor coordination is not 
always done effectively under the leadership of GDT. There has been some duplication found in the 
National Tax School when JICA was to dispatch a short-term expert. JICA side suspended the 
assignment of the expert consequently.  
 
(4) Impact – “No judgment” 
Achievement of the Overall Goal is influenced by a various factors such as economic conditions. 
Therefore, this “amount” indicator is not appropriate as the indicator. The systematic tax audit practices 
directed by the Project activities have enhanced the GDT officers’ attitude toward improving 
compliance of tax laws and regulations. The team observed that the attitude toward how to interact with 
taxpayers and importance of professional behavior in their work place.  
 
(5) Sustainability – “Medium” 
(Policy Aspect):  The positive support to the Project is expected to continue, because the strengthening 
of tax administration is listed as a priority area within PFMRP and the upcoming Revenue Mobilization 
Strategy,  
(Institutional Aspect): The members of the task force and WG are officially appointed and the duties 
are defined by the regulation. The probability of functioning these groups to be a basis for 
problem-solving within GDT is high. In the other hand, such activities as tax audit, taxpayer services 
and human resources development are not carried out based on well-defined annual plan. It is 
recommended to establish an organizational culture to carry out these activities following a slid plan in 
order to maintain sustainability.  

(Financial Aspect): GDT generally does not have its own sufficient budget to sustain such necessary 
activities. For the financial sustainability, funding for activities shall be secured and minimal funding 
shall be allocated to the local level if GDT considers such promotional activities are important. 

(Technical Aspect): Team observed the methodology, techniques and principles of tax audit have been 
transferred to GDT though the series of seminars and workshop as well as day-to-day interaction with 
the experts. They seem to be being adopted gradually among many core staff members of GDT. The 
Project proposed to employ a case method by collecting good field practices experienced during tax 
audit activities. The casebook development is in progress. The compilation of the casebook and sharing 
of such good practices among GDT benefits all staff members in a practical manner.  

The current ability of the HRD function of GDT is still limited because of lack of funding, staffing and 
comprehensive master plan for HRD, and inadequate human resources capable for providing 
appropriate training through TOT methodology to staff of all levels. 

 
3-3. Factors Promoting the Production of Effects 
(1)  On planning of the Project 
 Continued efforts in the policy of Cambodia base on the Revenue Mobilization Plan,  
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 The establishment of TF/WG is implemented officially and the probability of continuing their 
thematic activities is considered high,  

 The practical knowledge and skills acquired through day-to-day interaction between the 
counterparts and the experts are being adopted. This process continues toward the end of the 
Project. GDT has a strong commitment to complete preparation of the casebook.  

 
(2) On Implementation Process 
 Under the leadership of the Director General of GDT, positive disciplines for serving taxpayer 

have been established. GDT defines itself as the “Service Provider for Taxpayers”. This motto is 
aligning with the goal of the Project.   

 Importance of having “Single voice” of which all laws and regulation shall be interpreted in a 
same manner across GDT is stressed. 

 
3-4. Factors Inhibiting the Production of Effects  
 There is a room to improvement (e.g. improvement of tax audit only happens gradually, 

comprehensive planning required for taxpayer seminars, etc.)  
 Lack of financial basis to carry out necessary activities. Implement the proposed methodology for 

organizing seminars without much financial resource.  
 Lack of holistic HRD policy in GDT. Underutilization of NTS (e.g. weak staffing, organizational 

arrangement, budget, etc.)  
 

3-5. Conclusion  
The Team concludes that the Project has been implemented on track and is showing good results. The 
C/Ps is now on the way of acquiring knowledge and knowhow for tax administration through the 
Project Activities. 
 
3-6. Recommendations 
For maximizing the Project outputs and outcome and further enhancing the Project sustainability, the 
following recommendations are presented to the Project.  Both sides agreed to discuss the action 
status of these recommendations in the next JCC meeting to be organized tentatively in the second 
quarter of the calendar year of 2014.  
 
(1) Policy Change to Provide Incentives for Self-Assessment Regime 
The Project supports improvement of tax audit and taxpayer services. In order to further maximize the 
fruits attained from the Project, appropriate policy change and fair practice in tax administration is 
indispensable. GDT is in need of taking the following actions in addition to the Project activities: 
 To provide more enhanced incentives to urge taxpayer to shift from the estimate regime to the 

self-assessment regime,  
 To promote fair taxation, tax arrears’ collection needs to be strictly enforced,  
 To establish concrete measures for non-registered and non-filing taxpayers, and 
 To strengthen the discipline of tax officers. 
 
(2) Establishing Mechanism for Knowledge Sharing among the GDT Staff 
There is no formal mechanism in GDT to share knowledge and skills obtained through those trainings. 
Writing a report after the training is not always compulsory. It is recommended that GDT issue clear 
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policy and instructions to request each prospective participant, who will attend training and seminars in 
Japan, Cambodia and third countries, to commit themselves in the following:  
 Compulsory submission of report on the training and seminar and its sharing among colleagues, 
 Brown bag meeting for sharing and disseminating the lesson from the seminar/training, and 
 Practice what he/she learnt from the training.  
 
(3) Enhancing Culture and Practices of PDCA Cycle 
 In order to safeguard the sustainability of the Project, a culture of implementing activities base on 
PDCA cycle shall be institutionalized. With respect to the taxpayer service, not only annual plan, but 
also the contents of promotion shall be prepared by GDT and disseminate them to local tax offices.  
 
(4) Budget Allocation for Securing Taxpayer Seminars 
For organizing the seminars sustainably, allocation of the necessary budget is required. GDT shall 
request necessary budget properly and make best efforts of securing budget in the annual budgeting 
process.  
 
(5) Strengthening Practical Knowledge and Skills on Tax Audit 
In the remaining period of the Project, it is necessary to learn more practical knowledge and skills 
through further enhancing OJDs. OJT among GDT staff is required for sharing knowledge and 
experiences among the staff. In addition, TOT should be introduced. 
 
(6) Ensuring Better Donor Coordination and Information Sharing about Donor Assistance 
To enhance the effectiveness of donor assistance, support from donors shall be well-coordinated and 
harmonized. To do so, GDT needs to initiate coordination and more information sharing between GDT 
and donors. 
 
(7) Developing an Explanatory Note and Revising PDM Indicator Framework 
 The Review team proposes developing the “Explanatory Note” to clarify what the Project will 
achieve at the end of the Project. By so doing, PDM’s assessment criteria on what satisfied situation is 
and what is not should be clarified.  
 
3-7. Others 
(1) Support to Modernization and Automation of the Tax Administration in Cambodia 
During its stay, JICA team conducted a preliminary situation analysis on modernization and automation 
of tax administration in Cambodia, in particular on vision, current situation, IT financial plan, 
challenges and way forward. Based on the results, JICA will further examine the future options 
including the feasibility of its assistance after its return to Japan, and clarify its position as early as 
possible. If necessary, JICA will consider sending expert (s) to Cambodia for additional examination 
after this Review. 
 
(2) GDT Proposal on the Next Phase Assistance after September 2014 
In the Review meeting, GDT expressed its interests of the next phase assistance from JICA after 
September 2014. JICA side took note on this matter. 
 
(3) Introduction of Tax Administration Self-Diagnostic Tool 
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JICA side introduced GDT the attached Tax Administration Self Diagnostic Tool. This is still a trial 
version now under development at the Tokyo side. JICA suggested GDT to conduct self-diagnosis on 
(i) the current level and (ii) the expected level to be achieved after the proposed next phase if GDT 
were interested in this exercise.  
 
(4) Toward the Terminal Evaluation of the Project 
Both sides confirmed that the Terminal Evaluation Study will be conducted tentatively in the second 
quarter of the calendar year of 2014. In the Evaluation, both sides will assess the overall achievements 
of the Project in accordance with OECD-DAC evaluation framework. In addition, it is necessary to 
introduce more holistic perspective of assessing the overall achievements of the GDT-JICA 
collaboration since 2004, more specifically what and to what extent the Cambodian tax administration 
has and has been changing through the interventions by the Project. It would be useful for both sides to 
use self-diagnostic tools to assess those things if possible. It is suggested that the Project outputs (e.g. 
the FAQs and the casebook), which is now processing, will be finalized toward the coming terminal 
evaluation study in accordance with the schedule, i.e. drafting in February and finalizing in May, 2014. 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す。）では、経済成長等を背景に近年税収が増加し

てきたが、他の東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国と比較すると、申告納税制度に基づく税務行

政が不十分なうえ、納税者の納税意識の低さも相まって国税の税収割合は低い（対GDPに占める

歳入の割合：カンボジア 10％以下、タイ 16％、ベトナム 14％）。また、世界貿易機関（WTO）

への加盟や、経済統合の進展に合わせ、関税収入の低下が見込まれるなか、商業省が管理してい

る企業情報の効果的な共有を通じた納税者ベースの拡大、税務調査の強化、啓発やクレーム対応

等の納税者サービスの改善等、税収増加のための行政強化が必要な状況にある。2008年秋には国

税局が租税総局（General Department of Taxation：GDT）に昇格し権限が拡大される一方、7カ所の

プノンペン税務署の設置等を通じて申告納税方式が拡大することに伴い、必ずしも税務調査手法

や簿記・会計に係る知識が十分でない税務署調査官の能力向上等の課題もより浮き彫りになって

いる。 

GDTは、2004年より実施しているJICA協力案件〔国税局（GDTの前身）人材育成プロジェクト

フェーズ1、2〕を通じ、セミナーの実施等により税務調査、納税者サービス、簿記会計等に関す

る知識の向上を中心とする職員の能力開発に取り組んできた。結果、職員レベルでは、一般的な

技術的知識を向上させることにつながった。しかし、歳入強化を達成するための実務能力の向上

や業務遂行上の行動変革には、現場レベルでの実践的な訓練やオンザジョブ・トレーニング（OJT）、

日常のアドバイスを通じた組織能力の強化が不可欠であることが前フェーズの教訓として指摘さ

れている。また、GDTは拡大された権限に見合う機能を果たすべく、新しい業種を中心とした税

務調査や納税者サービス、これらを支える内部事務、人事管理を組織的に強化することが求めら

れている。 

上記の課題にかかるカンボジア政府からわが国への要請を受け、JICAはこれに応えるため、2011

年9月から「租税総局能力強化プロジェクト」（以下、本プロジェクト）を開始した。本プロジェ

クトは、GDTをカウンターパート（C/P）機関として、2011年9月から2014年9月までの3年間の予

定で実施しており、現在2名の長期専門家（チーフアドバイザー/税務行政 1名、業務調整/人材育

成計画 1名）及び4分野（組織運営・管理、クリティカルシンキング、納税者サービス、税務調査）

で短期専門家を派遣している。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

本調査の目的は、プロジェクト開始後2年を経た中間時点として、プロジェクトの計画枠組みに

沿ってこれまでの投入・活動とその結果を確認・整理し、プロジェクト目標の達成度を分析する。

また、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（PDM）改訂（案）及びExplanatory Noteを作成し、これら合同評価報告書に取

りまとめ、GDTとの合同調整委員会（JCC）で合意することを目的とする。 

 

１－３ 調査団の構成 

本中間レビュー調査団の構成は次のとおりである。 
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 （1）カンボジア側メンバー 

Name Title and Affiliation 

H.E. Kong Vibol Director General, GDT 

H.E. Um Seiha Deputy Director General, GDT 

H.E. Kim Sopheak Deputy Director General, GDT 

H.E. Yos Simarath Deputy Director General, GDT 

H.E. Vann Puthipol Deputy Director General, GDT 

Mr. Chem Veasana Director, TSTAD 

Mr. Him Bunthoeun Director, PAFD 

Mr. Roth Mony Director, LTD 

Mr. Heng Treng Director, EAD 

Mr. Nup Suthunvichet Deputy Director, EAD 

Mr. Srun Angkaren Deputy Director, EAD 

Mr. Eng Ratana Deputy Director, LTD 

Mr. Haing Nuouk Both Director, Daun Pehn Tax Branch 

Mr. Nuon Thery Deputy Director, ITD 

TSTAD：納税者サービス・延滞税管理局 PAFD：人事管理・財務局 LTD：大規模納税者管理局 EAD：企業調査局 ITD：

情報技術局 

 

 （2）日本側メンバー 

担 当 氏 名 所 属 

総  括 天津 邦明 JICA産業開発・公共政策部行財政・金融課 企画役 

税務行政1 田地野 幹雄 税務大学校研究部国際支援グループ 教授 

税務行政2 織笠 直美 税務大学校研究部国際支援グループ 教育官 

IT調査 森棟 太郎 税務大学校研究部国際支援グループ 教育官 

協力企画 高附 翔 JICA産業開発・公共政策部行財政・金融課 ジュニア専門員

評価分析 小野澤 雅人 ピオニエ・リサーチ 取締役 

 

１－４ 調査日程 

調査は2013年8月11日から8月28日までの日程で行われた。詳細は、付属資料１のAnnex 1を参照。 
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１－５ 主要面談者 

所 属 氏 名 役 職 

GDT H.E. Kong Vibol Director General, GDT 

H.E. Um Seiha Deputy Director General, GDT 

H.E. Kim Sopheak Deputy Director General, GDT 

H.E. Yos Simarath Deputy Director General, GDT 

H.E. Vann Puthipol Deputy Director General, GDT 

Mr. Chem Veasana Director, TSTAD 

Mr. Him Bunthoeun Director, PAFD 

Mr. Roth Mony Director, LTD 

Mr. Heng Treng Director, EAD 

Mr. Nup Suthunvichet Deputy Director, EAD 

Mr. Srun Angkaren Deputy Director, EAD 

Mr. Eng Ratana Deputy Director, LTD 

Mr. Nuon Thery Deputy Director, ITD 

Tax Offices in 

Phnom Penh 

Mr. Haing Nouk Both Director, Daun Pehn Tax Branch 

Mr. Chou Srun Director, Toul Kork Tax Branch 

MEF Mr. Maun Prathna Deputy Director, ITD 

関税・消費税総局 Mr. Kun Nhem Deputy Director General 

ドナー Dr. Sokbunthoeun So Public Sector Specialist（World Bank） 

Mr. Sodeth Ly Public Sector Specialist（World Bank） 

Mr. Faisal Ahmed Resident Representative（IMF） 

Mr. Juergen Lehmberg Programme Team Leader（GIZ） 

JICA専門家 今井 隆子 チーフアドバイザー 

及川 雅典 業務調整/人材育成計画 

熊谷 隆宏 業務調整/IT 

JICAカンボジア

事務所 

井﨑 宏 所長 

平田 仁 次長 

深尾 真理子 所員 

MEF：経済財務省 IMF：国際通貨基金 GIZ：ドイツ国際協力公社 

 

１－６ 調査の方法 

１－６－１ 中間レビューの手順 

中間レビュー調査団は、「新JICA事業評価ガイドライン 第1版」（2010年6月）に基づき、関

連資料、C/P、専門家、その他関係者に対する質問票及びインタビュー調査を通じて収集した情
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報をレビューした。レビューのプロセスは以下のとおりである。 

・プロジェクトの投入及び活動をレビューする。 

・PDM及び活動計画表に基づき、プロジェクトのアウトプット、プロジェクト目標、上位目

標に関し、計画時との比較により達成度を検証する。 

・プロジェクト実施プロセスと運営状況を検証する。 

・プロジェクトの実績を評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点

から分析する。 

・効果発現の促進要因、阻害要因を確認する。 

・教訓を導き出す。 

・PDMに明示された指標につき議論する。 

・レビュー結果を合同中間レビュー報告書に取りまとめ、関係者に提示する。 

・プロジェクトの残りの期間にとるべき措置につき、提言を取りまとめる。 

JICAはプロジェクトのレビュー、評価の価値判断の基準として、1991年に開発された経済協

力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）の評価5項目を採用している（表１）。 

 

表１ 評価5項目の概要 

5項目 評価の視点 

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度ならびに政策・

方針との整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 インプットに対するアウトプット（定性ならびに定量的）を計測する。開

発援助が期待される結果を達成のために最もコストのかからない資源を使

っていることを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確

認するため、通常、他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、

正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境ならびにその他の開発

の指標にもたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。

開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 
出典：新JICA評価ガイドライン 第1版（2010年6月） 

 

１－６－２ 評価設問と指標 

中間レビュー調査団は、評価5項目に基づき、評価設問を設定し、評価グリッドに取りまとめ

た（付属資料２を参照）。評価グリッドには評価設問のほか、評価に必要な情報の種類、データ

収集方法と情報源、PDMに明記された指標の分析の際の判断基準などが明記されている。主要

な評価設問は次のとおりである。 

・プロジェクトの目標は受益者のニーズ、被援助国の開発政策、日本の援助政策と合致して

いるか。 

・プロジェクト目標は達成されることが見込まれるか。 

・プロジェクトは効率的に実施されているか。 
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・プロジェクト実施による正・負のインパクトはあるか。 

・プロジェクトの効果の持続のために必要な政策、組織、技術的な環境は整っているか。 

 

１－６－３ データ収集・分析方法 

中間レビューでは評価の価値判断に必要な定性的及び定量的データを収集し、分析した。本

レビューにおいては、以下のデータ収集方法を採用した。 

・プロジェクト報告書、政策文書等の関連資料のレビュー 

・主要関係者に対する質問票及び個別インタビュー（GDT職員、プノンペン市税務署職員、

JICA専門家、その他関係者） 

・GDT関係者との協議 

・GDT職員、プノンペン市内税務署職員の直接観察 

 

１－６－４ 調査の制約・限界 

成果1の指標「研修を受けた調査官の知識が向上する」については、調査官の知識を測定する

ためのデータがないことが、調査の制約となった。そのため、聞き取りなどでデータを収集し、

判断することとした。 

 

１－７ プロジェクト概要 

現行のPDM（Ver.1.1）に記載されたプロジェクトの概要は以下のとおりである。 

 

 （1）協力期間 

2011年9月～2014年9月（3年間） 

 

 （2）対象地域 

カンボジア全土 

 

 （3）実施機関 

経済財務省租税総局（GDT） 

 

 （4）目標及びアウトプット 

上位目標 

申告納税制度に基づく税収が増加する。 

プロジェクト目標 

申告納税制度促進を通じてカンボジア租税総局における徴税体制が強化される。 

アウトプット 

1）税務調査に係る組織的な能力が強化される。 

2）納税者サービスが強化される。 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 

2011年9月から2013年8月末まで、日本側、カンボジア側双方の投入は下記のとおり実施された。 

 

２－１－１ 日本側投入 

（1）専門家派遣 

プロジェクト開始から2013年8月末までに3名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務

調整/人材育成計画）及び9名の短期専門家（組織運営・管理、クリティカルシンキング、納

税者サービス、税務調査）が派遣された。チーフアドバイザーの投入が8カ月遅れた。 

 

（2）セミナー及びワークショップの開催 

派遣された専門家らによりセミナー及びワークショップが開催され、合計602名のプロジェ

クト関係者、税務職員、一般納税者らが受講した。 

 

（3）本邦研修及び第三国研修 

C/Pに対する本邦研修を実施し、これまで計32名が参加した。第三国研修をマレーシア、

インドネシア、タイ、シンガポールにおいて実施し、C/P延べ62名が参加した。各研修のテ

ーマ、参加者リストは付属資料１のAnnex 5を参照。 

 

（4）ローカルコスト負担 

日本側が負担したローカルコストは以下のとおりである（表２）。 

 

表２ 日本側負担ローカルコスト明細 

単位：米ドル 

年 度 2011（JFY） 2012（JFY） 2013（JFY） 2014 合 計 

ローカル 

コスト 

$32,684 $61,656 $127,820 

（見通し） 

$79,600 

（見通し） 

$301,760 

（概算） 
 

 

（5）機材供与 

以下の供与機材をカンボジア側に提供した（表３）。 
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表３ 供与機材リスト 

単位：米ドル 

No Name of Equipment Quantity
Unit Price 

（US$） 
Total Price Note 

FY 2011 

1 税法関連図書 34 - $5,059  

2 税法図書印刷 2,000 - $6,200 （収益税及び付加価

値税、各1,000部） 

FY 2012 

1 税法図書印刷 2,000 - $5,080 （収益税及び付加価

値税、各1,000部） 

 Total $16,339  

 

 ２－１－２ カンボジア側投入 

（1）C/P配置 

GDTの総局長がプロジェクトダイレクターを、副総局長がプロジェクトマネジャーを務

め、プロジェクトの全体的な実施を監督している。また、計53名のGDT職員が、ワーキン

ググループのメンバーに任命されプロジェクト活動に参加した。 

 

（2）実施経費負担 

カンボジア側は、本プロジェクトを実施するために必要な、事務経費、さまざまな活動

を行うための経費、電気代、水道代、電話等の通信費、並びに業務に必要な家具等を負担

している。 

 

（3）プロジェクト事務所 

GDT内にプロジェクト専門家の事務所と家具が提供されている。また、会議や研修活動

のために必要な会議室が提供されている。 

 

２－２ アウトプットの達成状況 

PDMに示されたアウトプットの達成状況は以下のとおりである。 

 

表４ アウトプットの達成状況 

概 要 指 標 指標入手手段 調査結果 

アウトプット： 

1. 税務調査に

係る組織的

な能力が強

化される。 

1-1. タスクフォ

ース協議が定

期的に開催さ

れる。 

プロジェクト

報告書 

税務調査のためのタスクフォース協議は定期的に開催され

ている（2012年末までに15回開催）。タスクフォースは、テ

ーマ別のワーキンググループに改編され、税務調査、納税

者教育、よくある質問（FAQ）などのグループになり活動

している。これらのグループの協議はより頻繁に開催され

ている。 

税務調査ケースブックの策定は、当初2013年7月までに行わ

れる予定であったが、現在も継続中である。 
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1-2. 情報収集と

情報管理に関

する内部規定

が改善された

数。 

GDT提供のデ

ータ 

ベースライン

調査の結果 

運用手続きの改善（例：調査対象の事業者の選定、情報収

集、リスク分析の各分野）などに良い兆候も観察されてい

る。一方で、情報収集と情報管理に関して、明文化された

内部規定の整備は不十分である。 

1-3. 研修を受け

た調査官の知

識 が 向 上 す

る。 

ベースライン

調査の結果 

多くの技術や手法がセミナーなどにより提供され、定着し

始めている。プロジェクトの活動により、一部職員の意識

や行動が変化したことが観察されている。 

2. 納税者サー

ビスが強化

される。 

2-1. 納税者セミ

ナーが定期的

に 開 催 さ れ

る。 

GDT提供のデ

ータ 

2012年にGDT本局において納税者セミナーが2回開催され、

地方税務署において複数回開催された。その他時々の話題

に基づいたセミナーを他機関・組織との共催で実施してい

る。 

GDTからの財政支援不足と、年間実施計画の不在は、セミ

ナーを定期的に開催するための障害となっている。 

2-2. 納税者のニ

ーズに応じて

取られた対策

数 が 増 加 す

る。 

GDT提供のデ

ータ 

GDTは納税者の要望に対応するために、さまざまな方策

（例：申告用紙のWebサイトから無料でダウンロード配布、

FAQの作成など）を行った。 

公式な庁内通達（circulars, notifications、その他法律や条例

等）に掲載された手続きの変更・改善の数は以下のとおり：

年 Circulars Notifications 計 

2011 1 7 8

2012 0 12 12

合計 1 19 20

出所：GDT 

 

アウトプット1については、税務調査に関する新たな取り組み例を確認することができた。例え

ば、調査に活用する資料情報の充実のため、職員が情報収集する際に作成する資料情報箋の様式

を策定した。リスク分析や内部・外部情報に基づいて調査先を選定するようになったほか、実地

調査にあたり、事前に資料情報を検討するだけでなく、外観調査や内定調査を行うなど準備調査

も十分に行うようになりつつある。また、調査担当者の能力向上のため、調査担当部署内でOJT/

オンザジョブ・ディスカッション（OJD）を実施しているほか、税務調査ケースブックを作成中で

ある。 

アウトプット2については、職員のなかに自分たちが国民に対する奉仕者であるとの認識が芽生

え始めており、幾つかの新たな取り組みもみられるようになった。GDTが行う広報活動の中心は、

インターネット上に開設したホームページである。インターネットを通じた情報提供は、情報量

の充実やアップデートの頻度が増えるなど向上している。また、2013年1月からは、それまで有料

であった申告用紙が、GDTのホームページから無料でダウンロードできるようになった。 

各税の納期限を表示したボードの製作が行われ、GDT本部及び各税務署に掲示される予定であ

る。右ボード作成にあたり、各税の納期限が土・日・祭日に当たる場合の取り扱いを初めて明確

化した。そのほか、税法を説明するためのリーフレット類を製作中である。 

GDT及び幾つかの税務署では、不定期ながら納税者向けの説明会を開催し、税に関する情報提

供を行うようになっている。併せてGDTは、民間セクターから意見や要望を聴取し、納税者サー

ビスの向上や事務運営の改善（例えば、重複した税務調査の廃止）に活用しようとしている。ま

た、GDTの今後の計画には、コールセンターの設立があり、本部庁舎内に場所を確保済みである。 
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２－３ プロジェクト目標の達成状況 

上述のアウトプットの達成状況にかんがみ、プロジェクトは目標に向かって順調に進捗してい

る。 

 

表５ プロジェクト目標の達成度 

概 要 指 標 指標入手手段 調査結果 

プ ロ ジ ェ ク

ト目標： 

申 告 納 税 制

度 促 進 を 通

じ て カ ン ボ

ジ ア 租 税 総

局 に お け る

徴 税 体 制 が

強化される 

1. 納税登録企業

のうち申告を

する納税者の

割合が増加す

る（％） 

GDT提供のデ

ータ 

申告納税登録者のうち、実際に申告納税した登録者の比率

41.8％（2011） 

39.9％（2012） 

注：上記の数値は以下の式により算出される 

＝（自己申告納税者数）/（登録された申告納税者数）×100％

2. 申告納税制度

による納税者

の割合が増加

する（％） 

GDT提供のデ

ータ 

全納税登録者数に対する申告納税者の比率 

28.6％（2011） 

30.6％（2012） 

注：上記の数値は以下の式により算出される 

＝（推定課税納税者登録数）/（全申告納税者登録者数）×

100％ 

 

GDPに対する徴税額（関税・手数料を除く）

（2011） 
4.53％ 

出所：法務・統計局（LLSD）  

 

プロジェクト目標の達成度のうち、申告納税による申告数の率（指標1）は、2011年に41.8％に

対して2012年には39.9％と若干の低下をみた。また、申告者比率（指標2）は、2011年の28.6％か

ら2012年の30.6％へ伸びている。これらの数値については、引き続きそのすう勢を見守る。 

 

２－４ 上位目標の達成状況 

現時点で上位目標の達成状況を測定することは時期尚早であるが、税収は増加傾向にある。 

 

表６ 上位目標の達成度 

概 要 指 標 指標入手手段 調査結果 

上位目標： 

申告納税制

度に基づく

税収が増加

する 

1. 2017年までに

GDT所管の税

収額が増加す

る 

GDT 提 供 の

データ 

税収額は増加している。 

ただし、税額については非公開。 

2. 2017年までに

GDT所管税収

の対GDP比が

増加する 

GDT 提 供 の

データ 

LLSD提供のベースラインデータ： 

4.5％（2011） 

5.2％（2012） 

 

 

税収並びにGDPとも景気動向を含む多くのパラメータによって変動することから、税収のGDP

比は単年度で把握するのみならず、年度ごとの推移に着目して見守ることが必要と考えられる。 

なお、GDTは税収額について対外公表していないことから、指標1の変更を行うこととした。 
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２－５ 実施プロセス 

２－５－１ プロジェクトの効果発現に貢献した要因 

GDT総局長のリーダーシップの下、「納税者への奉仕」という意識が芽生え始めている。「職

員は納税者の奉仕者であるべき」、「（納税者の管理者から）納税者のためのサービス提供者に変

わっていくべき」をモットーに、職員の意識改革を図っている。また、納税者からの法令解釈

に関して、「一つの声」という考え方が強調されつつあり、組織内で統一された見解がタイムリ

ーに提供できるように職員の能力向上に努めることが明確化された。これらは、過去の納税者

がGDTに対して持ちがちなネガティブな認識を改善することも期待される。 

 

２－５－２ 問題点及び問題を惹起した要因 

GDT側からの要請により国税学校（NTS）の支援のため短期専門家の派遣の準備を進めていた

ところ、他ドナーとの話し合いのなかで、支援が重複しているということが判明した。その情

報についてはGDT側からの提供はなく、結局専門家派遣を見送ったというケースがあった。 

ドナー調整は、GDTのリーダーシップの下で行われるべきであるが、現在はドナー調整のメ

カニズムが存在せず、GDTからの情報提供も不十分である。 
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第３章 評価結果 
 

本中間レビュー調査で行ったインタビュー、関連資料のレビュー、幾つかの税務署への訪問に

よって収集した情報を基に、本プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性に

つき、評価を行った。結果は以下のとおりである。 

 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトは、プロジェクト計画時に確認したカンボジア・日本両国の政策等と引き続き

合致しており、プロジェクトの妥当性は高い。 

 

３－１－１ カンボジア政府国家政策との合致 

カンボジア政府は、ミレニアム開発目標（CMDGs）を達成するための戦略として「四辺形戦

略（Rectangular Strategy）」と「国家戦略開発計画（NSDP）」を策定している。「四辺形戦略」（2004

年、フェーズ2は2008年に策定）において、「グッドガバナンス」を開発の中核かつ前提条件と

位置づけ、マクロ経済・財政の安定を戦略実行のための重要な環境のひとつに掲げている。ま

た、「国家戦略開発計画（NSDP）」（2006年～2010年、後に2013年まで延長）でも、良好なマク

ロ経済・財政環境確保のための手段として、確実な徴税を通じた歳入強化を政策の柱としてい

る。 

これら上位計画の下、「公共財政管理改革プログラム（PFMRP）」、「歳入動員戦略」が策定さ

れている。PFMRPは、公共財政管理の強化を目的として、財政の持続性や予算配分の見直し、

公共支出管理システム等のための各種改革を実施している。同プログラムは、財政の持続性を

支えるための歳入強化が強調されており、税務行政の改善は重要な手段のひとつと位置づけら

れている。 

これらの各政策における税務行政の改善は、本プロジェクトと整合するもので、その実施は

各政策の実現に貢献するものである。 

 

３－１－２ 日本国政府の対カンボジア援助方針との合致 

日本国政府の対カンボジア国別援助方針（平成24年4月）は、「国家戦略開発計画（NSDP）へ

の支援」を行うこととしており、重点3分野の1つに、「グッドガバナンス」を取り上げ、「徴税

能力の強化」及び「国税分野の政策・制度改善・人材育成に資する支援を行う」としている。

このことから、本プロジェクトは日本の対カンボジア援助方針にも合致している。 

 

３－１－３ プロジェクトのアプローチの妥当性 

GDTは、申告納税制度に基づく適切な徴税を推進するために税務行政のノウハウ強化や組織

強化を必要としている。本プロジェクトは、専門家の派遣等を通じた実践的な知見・技術の指

導により、カンボジアの税務行政の強化を図るものであり、そのアプローチは妥当である。 

 

３－２ 有効性 

合同レビューチームは、プロジェクトの有効性に関し、アウトプットを着実に生み出している

ことから、プロジェクト目標に向け「着実な前進がみられる」と評価した。 
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３－２－１ 税務調査能力の向上 

アウトプットの達成状況からみると、指標1-1にあるように、タスクフォース協議が定期的に

開催された。さらに、税務調査と納税者サービスの具体的なテーマに沿ったワーキンググルー

プが開催され、税務調査ケースブック作成とOJDでの活用、納税者サービスに係るFAQの作成及

び税務法令の解釈を統一などの活動を通じて、組織的な能力強化のためのプラットフォームと

して機能している。プロジェクトが作成するケースブックやFAQは、物理的な成果品としての位

置づけのみならず、これらを継続的に更新し、活用することによって、GDTの能力開発の基盤

づくりをすることをめざしている。 

 

３－２－２ 学習成果の継続的な実践 

GDTにおける情報収集と情報管理に関する内部規定の改正（アウトプット1の指標1-2）は、文

書の整備状況が十分ではなく、正確に測定することは難しい。しかし、これら分野の業務に関

し、調査先の選定や情報収集の手法など、税務調査の際の手順が整理され改善されていること

が確認できた。 

また、プロジェクト活動を通じて、多くの技術が移転され、職員の行動に良い影響を与えつ

つある（アウトプット1の指標1-3）。ケースブック、FAQの作成を通じての学習プロセスにおけ

る努力の結果として、税務調査及び納税者サービスに関し意識・行動変容が期待される。 

納税者サービスについては、納税者のためのセミナーがGDT及び税務署で開催された（アウ

トプット2の指標2-1）。しかし、年間計画、財政措置が十分でないことから、全納税者数に対し

てセミナーの開催回数が非常に少ないことが課題である。納税者ニーズへの対応（アウトプッ

ト2の指標2-2）は、納税者意識調査と納税者満足度調査が実施され、納税者のニーズが把握され

つつある。その改善策として、申告書の無料配布、Webページの改善、FAQ作成、ポスター（含：

申告期限が土・日になった場合の取り扱い明確化）の整備などが挙げられ、計20件のcircularと

notificationが通達された。また、本邦研修や第三国研修などを通じて紹介されたコールセンター

の設置が検討され始めている。 

 

３－２－３ 申告納税者の申告率の変化 

プロジェクト目標の指標1「納税登録企業のうち申告をする納税者の割合が増加する」は、2011

年の41.8％（ベースライン）から2012年には39.9％に若干の低下をみた。指標2「申告納税制度

による納税者の割合が増加する」は、2011年の28.6％から2012年には30.6％へと増加している。

指標1については、納税登録企業が他の税務署に移転、あるいは廃業などしても統計上、削除さ

れていない現状がある。1つの企業が複数カウントされ、母数が現実の数値より多くなってしま

うという問題がある。その結果として、現在の状況を正確に反映できないと指摘された。その

ため、これらの指標はレファレンスとして参照することとし、新たに指標を追加した（第５章

で後述）。 

 

３－３ 効率性 

投入は当初合意した計画に沿って実施された。チーフアドバイザーの赴任が遅れたことは、業

務プロセスの実施にやや不利な影響を及ぼした。しかし、活動は全体として当初の予定に追いつ

きつつある。一方で、GDT内部での知識共有が限定的なこと、ドナー協調が不十分なことが観察
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された。全体として、プロジェクトの効率性は中程度と考えられる。 

 

３－３－１ GDTのニーズとの一致 

プロジェクトの活動や投入のタイミング、投入すべき資源の種類、量等の詳細計画は、専門

家の着任とともに先方と協議のうえ、実施してきた。本プロジェクトは全体として適切な質・

量・時期に専門家を投入してきたとGDT側から評価された。ただし、GDTの業務には、税目ご

とにさまざまな納付期限により幾つかの繁忙期がある。プロジェクトの活動が、C/Pの繁忙期と

重なった場合、通常業務をこなしながら、プロジェクトに参加するのに困難さがあることが指

摘されている。 

 

３－３－２ 既往の技術協力の成果の活用 

本プロジェクトは、過去2件の技術協力案件の成果を基盤としており、これら先行したプロジェ

クトから得られた経験や教訓を生かして実施されている。先行案件により伝えられた知識を実

務上にも定着すべく、短期専門家のみならず長期専門家の投入によりこれらに資する実務的な

アドバイスを提供できている。これまでは、上記意図のとおりに実施されている。 

 

３－３－３ 組織学習の仕組みづくりへの貢献 

プロジェクトのアウトプット（税務調査及び納税者サービス）に対し、主要部署の関係者か

ら成るタスクフォースを基礎とした活動が行われた。これは、タスクフォースのメンバーを通

じ、部門の専門性を取り入れて組織の知恵を動員することができた。また、この方法は、課題

に対する実践的な対処方法を組織で検討することにより、多くの職員の能力向上も同時に実現

することができた。さらに、プロジェクト開始当初からこの方法を採用したことにより、組織

で考える風土づくりの基盤をつくりつつある。 

 

３－３－４ GDTにおける限定的な人材育成戦略と研修講師養成（TOT） 

一方JICA側は、GDTの現在の職員研修のアプローチの改善について幾つかの指摘を行った。

GDTはその能力開発を加速するために、TOTを有効な手段として認識している。GDTは現在、

すべての職員を対象とした研修にこのアプローチを適用しようとしている。しかし、実際には、

このような試みは完全には実践されていない。 

この問題は、日本での研修参加者の選定についても、同じ課題を提起している。プロジェク

ト実施期間中、JICA側は、日本での研修参加者の素質は、すべてのトレーニングコースで異なっ

ており、時に選択基準を満たしていない参加者が選定されていることの問題点を指摘してきた。

コースに参加する受講者が、帰国後同僚に対して日本での経験を共有し、これら新しい知見が

GDTで広く波及し、プログラムの利益がいきわたるために必要な方法を検討し、実践すること

を強く期待している。 

 

３－３－５ 非効果的なドナー協調 

ドナー協調がGDTのリーダーシップの下、効果的に行われていない。例として、NTSの人材育

成計画は、当初本プロジェクトの枠組みの中に含まれていた。しかし他ドナーとの重複がある

ことが分かった。結果として、NTSへの支援を当面行わないこととした。右協議の過程で、必要
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な情報が十分にJICAに対して提供されていなかった。 

 

３－４ インパクト 

プロジェクトは約1年間の残余の期間を有しており、各アウトプットの発現もその途上にあるこ

とから、インパクトを評価するために「時期尚早」と判断した。 

 

３－４－１ 上位目標達成の可能性 

上位目標の「自己申告制度に基づいて税収を増加させる」の達成を確認するために、レビュ

ーチームは次の2つの指標を使用することに合意した。 

①GDPに対する税収の増加割合 

②年ごとに新たに発生する滞納率の減少傾向 

税収額の増減は、経済状況の影響に左右されることから、「額」を指標として使うことは適切

でない。税収のGDP比率に加え、チームがプロジェクトの中長期的な影響を把握するために、

滞納に関する指標を利用することとした。右指標は、近々公表される歳入動員戦略（2013年～

2018年）に合わせて「2018年までに、新たに起こる滞納件数の減少傾向」を参考値として参照

することとした。 

なお、今回のレビューの時点では、GDPに対する収入の割合は増加傾向を示す一方、滞納の

発生件数は増加の兆候を示している。 

 

３－４－２ その他のインパクト 

プロジェクトの指導に基づく系統だった税務調査の実践を通じ、税務当局のコンプライアン

スに対する意識に変化の兆しがみられる。例えば、通常の業務のなかで、適切な法令解釈を迅

速に提供すること、複数職員による調査の実践などを通じた確実な採証、腐敗防止の取り組み

などが、効果を上げつつあり、プロジェクトのインパクトの兆しがみえ始めている。 

また、納税者サービスの強化を通じ、納税者（事業者）の税に関する意見や質問・要望等を

聴くことの重要性が理解されつつある。また、納税者への接し方（コミュニケーションや、プ

ロフェッショナリズムの発露など）、職員の執務態度や心構えに変化がみられる。 

 

３－５ 持続性 

プロジェクトの持続性は、以下の理由により現時点での評価は「中程度」とした。 

 

３－５－１ 政策面の持続性 

カンボジア政府は、今後も税収の安定的な確保のため、税務行政の強化を重視していくもの

と考えられる。前述の「公共財政管理改革プログラム（PFMRP）（2005～2015）」においても、

税務行政の改善が重要課題のひとつに掲げられているほか、2013年まで延長された「国家戦略

開発計画（NSDP）」でも徴税を通じた歳入強化の重要性が挙げられている。このため、カンボ

ジア側の税務行政強化に対する積極的な姿勢は今後も続くものと考えられる。そのため、税務

行政の強化を継続することの蓋然性は高い。 
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３－５－２ 組織面の持続性 

タスクフォースやワーキンググループのメンバーとその活動内容について、規則による法的

根拠を与えられており、継続して問題解決を行うための土台が整っている。一方、税務調査、

納税者サービス、職員研修などの多くは、計画に基づいて実施されていない。組織面での持続

性を達成するためには、計画に基づく活動が文化として定着し、実施される必要があるなど、

相当な改善余地が認められる。 

 

３－５－３ 財政面の持続性 

本調査において予算の確保の困難さを阻害要因とする意見が多かった。税務調査のための訪

問に必要な燃料費、納税者セミナーの開催に必要な経費（資料作成費、リフレッシュメント等）

も、十分に確保されているとはいえない。また、本活動をはじめポスター、印刷物（パンフレッ

ト、図書類）の印刷・出版経費もその都度経済財務省との交渉を通じて予算を確保することに

なっており、多くの場合十分な予算を確保していないようである。そのため、特に税務署レベ

ルで広報活動を展開・継続することに困難が予見される。 

プロジェクト専門家は、セミナーの開催場所を税務署にして比較的小規模なセミナーを開催

することを想定し、最小限度の経費で開催できるよう指導している。GDT側は、商工会議所等

民間と共催するなど、経費分担ができるようさまざまな方法を検討している。しかし、最低限

の広報予算が確保されることは、事業の持続性を担保するために必要である。 

 

３－５－４ 技術面の持続性 

税務調査の手法は、セミナー・ワークショップを通じ、基本的な考え方は提供されており、

手法・技術の移転が確認されつつある。また、GDTはケースブックの作成に積極的に取り組ん

でおり、スケジュールに遅れがあるものの、着実に進捗している。しかし、専門家が実際の調

査に関与することができず、現場を基礎としたより実践的かつ高度な内容の技術移転は限界が

ある。 

人材育成に関し、GDTには階層や職責に応じた研修計画が存在しておらず、TOTも不十分で

ある。NTSは、人材育成のために重要な役割を果たすが、人員・体制・予算が不足しており、今

後の課題となっている。 

 

３－６ 結 論 

中間レビューの結果、C/Pはプロジェクトの活動を通じ、税務行政に関する新たな知識やノウハ

ウを習得し始めていることを確認することができた。プロジェクトの方向性は正しく、C/Pは知

識・ノウハウの習得の途上であるが、幾つかの良い結果がみられる。以上を踏まえ調査団は、プ

ロジェクトは着実に進捗していると判断した。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ 提 言 

既述の調査結果を踏まえ、プロジェクトのアウトプット・アウトカムを最大化するため及びプ

ロジェクトの持続性を更に強化するため、以下の提言を取りまとめた。次回のJCC会合で実施状況

を確認することが合意された。 

 

【プロジェクトのアウトプット・アウトカムの最大化のための提言】 

４－１－１ 申告納税制度を優位にするための政策転換の必要性 

現在は、推計課税制度が申告納税制度と比較して優位にあるため、納税者が申告納税制度に

移行したがらない現状がある。例えば、申告納税制度では、給与税に対する源泉徴収の納税、

商標税（Patent Tax）の負担増、記帳の必要性など、推計課税制度と比較して不利と感じている

点がある。その現状を変えるためには、以下のとおり政策変更及び公平・公正な税務行政が必

要である。 

・納税者を申告納税制度に移行させるための更なる動機づけの提供 

・公平・公正な税務行政、滞納者に対する厳格な取り組みの促進 

・未申告者、滞納者への具体的な取り組みの検討 

・税務職員の規律の強化 

また、納税者に対する記帳指導は申告納税制度移行への重要な前提条件である。記帳のため

の知識不足は、推計課税の事業者が申告納税に移行するための障害になっている。GDTと日本

人専門家はともに記帳指導の重要性を理解しており、ワーキンググループにおいて記帳指導に

ついて議論が行われている。しかし、その議論の進展は期待よりも遅れている。それゆえ、GDT

は記帳指導のためのガイドラインを早期に策定し、既にワーキンググループにおいて議論され

ている簡易記帳制度を導入して、その普及のためのセミナーを開催することが望まれる。また、

GDT職員の簿記会計に関する能力の強化も継続的に行う必要がある。 

 

【組織面持続性のための提言】 

４－１－２ GDT職員間の知識共有のメカニズムの確立 

プロジェクトにおいて研修を実施していることによって、参加したGDTの税務職員の知識が

向上しつつある。しかしながら、GDTの中に習得した知識とスキルを共有するためのメカニズ

ムが存在していない。研修参加後の報告書の作成は必ずしも義務化されておらず、報告書が管

理職に提出されても、全職員にその内容が共有される機会は少ない。学習の成果を職員間で共

有するためのフィードバックセミナーの開催も管理職から明確な指示がない。それゆえ、研修

参加者から研修の利益が伝播するための仕組みが脆弱である。GDTは、日本や外国あるいはカ

ンボジア国内における研修に参加する予定の参加者に対し、①GDT職員と成果を共有するため

の報告書を作成すること、②研修の利益を全体に伝えるためのセミナーを開催すること、並び

に③実際の職場で学んだ成果を使うことについて、明確な指示を与えることが望まれる。 

 

４－１－３ 「計画に基づく活動」を行う組織文化の涵養 

プロジェクト活動を通じて、GDTは税務調査と納税者サービスに取り組んでいるが、これら
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はアドホックに実施されており、年間計画に基づいて実施されているわけではない。このこと

はプロジェクトの成果やアウトカムの達成にとって障害になっている。GDTはワーキンググル

ープを設置しさまざまな課題に取り組んでいるので、プロジェクトの終了に向け、期日を定め

たアクションプランを作成すべきである。また、ケースブックはこの計画に従って作成される

ことが望ましい。 

納税者サービス分野に関しては、GDTは年間計画を策定するのみならず日本の国税庁が実施

しているように広報活動に必要な情報素材を準備し、本部と地方税務署の間でシステマティッ

クに配布できることが望まれる。 

また、税務職員の法令順守も強化されるべきである。そのために、GDTの「納税者サービス

の提供者である」という使命が職員全体に共有される必要がある。金銭的及び非金銭的なイン

センティブを税務職員に提供することが大切である。 

 

【財政的持続性のための提言】 

４－１－４ 納税者セミナーへの必要な予算配分 

納税者教育のためのセミナーは、現在多くの場合、プロジェクトが支援を行っている。GDT

の同セミナーに対する予算配分は、場当たり的なものに限られている。持続的にセミナーを実

施するため、必要な予算が配分されることが必要である。これは、納税者サービスのみならず、

すべての事項についても必要である。そのためには、GDTが年次予算プロセスにおいて、正し

く必要な予算を要求し確保するための最善の努力をすることが望まれる。 

 

【技術的持続性のための提言】 

４－１－５ 税務調査の実践的な知識と技術強化 

レビューチームは、税務監査に関するGDTスタッフの知識やスキルが、プロジェクトの活動、

特にセミナーや研修を通じて向上していることを確認した。プロジェクトは、OJDを通じ、GDT

職員間において実践的な知識やスキルを定着させる試みを行ってきた。プロジェクト後半では、

より実践的な知識と技術を学習していくため、OJDの定期的な開催を継続していくことが重要で

ある。また、知識・経験の共有のためには、職員間でのOJTが必要であり、またTOTが促進され

るべきである。 

 

【その他提言】 

４－１－６ 各ドナーからの支援の主体的な調整及び情報共有 

レビューチームは、GDTが他のドナーから同じ分野で支援を受けることになった結果、プロ

ジェクトの活動の一部を調整することが必要となった事例を確認した。GDTは、そのリーダー

シップの下、ドナーの支援に関する情報をより効果的に調整し、共有することが望まれる。そ

のため税務行政分野におけるGDTとドナーの情報共有のための正式なワーキンググループ設置

と会合の定期的な開催を提案した。 

 

４－１－７ PDMの改訂と補足説明資料の作成 

プロジェクト目標及びアウトプットについて、プロジェクト終了時点に何を達成するのか明

確にする必要がある箇所があった。そのため、Explanatory Note（付属資料１のAnnex 8）を作成
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し、利用することを提案した。右により、PDMの評価基準は何を満足すればよいか明確にする

ことができる。また、さまざまな角度からプロジェクトの進行やアウトプットを把握するため

に、幾つかのプロセス指標を追加することを提案した。 

 

４－２ 教 訓 

終了時評価において教訓を検討することとした。 
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第５章 PDMの改訂 
 

本調査の結果及び提言を基に現在のPDM Ver.1.1を以下のとおり見直し、2013年8月28日（水）の

第3回JCCでGDTとPDM Ver.1.2（付属資料１のAnnex 7）を合意した。また、本プロジェクトの終了

時に、どのような状態を実現するのかをより明確にするために、Explanatory Note（付属資料１の

Annex 8）を作成し、上記JCCにて合意した。 

 

５－１ 上位目標の指標の変更 

上位目標の指標は、GDT所管の税収額とその対GDP比の増加の2つである。税収額の増加の理由

は、プロジェクトのインパクト以外に経済成長などさまざまな要因の影響を受ける。税収額単独

でみるより、GDP比でみた方が指標としては適している。GDTが税収額を対外公表していないこ

ともあり、指標1を削除することとした。 

一方で、税収の増加のほかに、納税の質的向上を実現する観点から、滞納率の変化も指標に加

えることとした。GDTは年度ごとに新規に発生する滞納率を把握しているものの、対外公表して

いないことから、2011年度のベースラインと比較して、上昇傾向か下降傾向かで指標を判断する

こととした。 

また、カンボジアの「歳入動員戦略（2013～2018）」の目標年次を2018年に設定していることか

ら、プロジェクトの上位目標の指標についても2017年から2018年とその目標年次を変更した。 

 

５－２ プロジェクト目標の指標の変更 

現在の指標は、申告納税を行っている納税者の比率を計測するものであり、GDTの税務に関す

る能力の強化の程度を計測する指標が欠落している。今回の改訂においては、GDT内において税

に関する必要な知識やノウハウが職員間で共有され、利用されることを到達点の指標として追加

した。具体的な計測方法は、情報共有に関する望ましい業務の遂行方法や態度、心構えを、別途

定義して、これに従って業務を行っているかどうかを、観察並びにインタビュー等で計測するこ

ととした。 

 

表７ PDMの改訂（上位目標及びプロジェクト目標の指標の追加） 

変更前 変更後 変更の理由 

【上位目標の指標】 

1. 2017年までにGDT所管

の税収額が増加する。 

 

2. 2017年までにGDT所管

税収の対GDP比が増加

する（％）。 

 

削除 

 

 

1. 2018年までにGDT所管

税収の対GDP比が増加

する（％）。 

 

（参考） 

2. 2018年までに年度の新

規発生滞納率が減少す

る。 

 

 

・税収額単独ではなく、GDP比でみている指標2の方が、

より指標として適切である。GDTが税収額を対外公表

していないこともあり、削除した。 

 

・「歳入動員戦略（2013～2018）」の目標年次に合わせ、

2018年に変更した。 

 

 

・税収の増加のほかに、納税の質的向上を実現する観点

から、参考として滞納率の変化を指標に追加した。 



 

－20－ 

 

変更前 変更後 変更の理由 

【プロジェクト目標の指標】

1. 納税登録企業のうち申告

をする納税者の割合が増

加する（％） 

 

2. 申告納税制度による納税

者の割合が増加する（％）

 

 

1. 変更なし 

2. 変更なし 

3. 知識やノウハウが共有

され利用される 

プロジェクトは、税務調査の強化、納税者サービスの改

善に関する知識やノウハウが共有され、組織で活用され

ることをめざしている。現在の指標は申告納税を行って

いる納税者の比率を測るものであり、GDTの税務に関す

る能力の強化の程度を計測する指標が欠落している。徴

税体制の強化を知識やノウハウの共有・利用と定義し、

指標として追加した。 
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第６章 その他 
 

６－１ カンボジア税務行政におけるIT化の支援について 

今回の現地調査結果を踏まえ、日本に帰国後、JICAによるIT化支援の実行可能性（feasibility）

を精査のうえ、JICAとしてのIT化支援に対する立場を早急に明確化するとした。また、必要があ

れば、カンボジアに専門家を追加派遣するとした。 

 

６－２ 次期要請書の内容の確認について 

GDTから要請のあった以下の点について、JICAはTake noteするとした。 

・税務調査 

・納税者サービス 

・NTSの支援 

・IT化分野（主に人材育成） 

 

６－３ 税務行政診断マトリックスの紹介について 

税務行政の診断マトリックス（付属資料１のAnnex 9）を紹介し、GDTは関心があれば自己診断

を行うことを勧めた。 

 

６－４ 終了時評価に向けて 

前述（５－２）のとおり、終了時評価におけるプロジェクト目標及びアウトプットの達成度測

定のための準備として、それぞれのキャパシティの定義、指標、測定方法に関し、本中間レビュ

ー調査にて、専門家と整理を行い、Explanatory Noteにまとめた。 

終了時評価は、2014年4月～6月の時期に実施予定である。評価を行う際は、本フェーズのみな

らず、2004年以降の活動の成果を包括的に評価する視点を取り入れる。また、可能であれば、診

断マトリックスを用いて評価を行う。 

 

 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（ミニッツ） 

 

２．評価グリッド 

 

３．税務行政団員、IT調査団員所感 
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